
特定非営利活動法人とりで 内部通報規程 

 

 

（目的） 

 第 1 条 この規程は、特定非営利活動法人とりで（以下「この法人」という。）の内部通報

に関する仕組みを設け、法令違反に関する通報又は相談の適正な仕組みを定めることによ

りこの法人の業務運営に関する違法、不正又は不当な行為（以下「違法行為等」という。）

の早期発見及び是正を図り、もってこの法人の社会的信頼の維持及び業務運営の公正性の

確保に資することを目的とする。  

（定義）  

第 2 条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるも 

のとする。  

（1）「職員等」とは、正職員、嘱託職員、パート職員、派遣職員、退職者、取引先等をいう。 

（2）「内部通報」とは、役職員等が違法行為等の発生又はそのおそれをこの法人に通報する

ことをいう。  

（3）「通報者」とは、内部通報を行う者をいう。  

（内部通報及び相談の窓口）  

第 3 条 職員等からの通報を受け付ける窓口を法人事務局（0827-35-6509 その他法人理事

の連絡先：toride@toride2016.com：740-0034 山口県岩国市南岩国町 5-19-12）に設置す

る。また，法令違反行為に該当するかを確認する等の相談に応じる窓口をコンプライアンス

担当者とする。  

2 通報及び相談についての受付管理者は、コンプライアンス担当者（法人監事）とする。 

 (通報の方法)  

第 4 条 通報窓口及び相談窓口の利用は、電話、電子メール、書面又は面会のいずれかによ 

るものとする。（書面による場合は「通報フォーム」（別紙様式第１）を使用することができ

る。）  

（内部通報の手続き） 

 第 5 条 職員等は、職員等が個人又は共同で次の各号のいずれかに該当する違法行為等を

行っていると認めたとき又は行っているおそれがあるときは、通報窓口及び相談窓口へ内

部通報できる。  

（1）法令及び定款、規程、要領等に違反し、又は違反するおそれのある行為  

（2）個人の生命、身体、財産その他権利利益を害し、又は害するおそれのある行為  

（3）前二号に掲げるもののほか、当法人の業務運営を害し、又は害するおそれのある行為 

2 職員等は、前項の内部通報を行おうとするときは、通報者の氏名を記載しないで内部通報 

することができる。  
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3 受付管理者は、実名通報の場合は、通報者の氏名を他の者に開示してはならない。ただし、 

内部通報の内容が次条の規定に違反していると認めた場合及び通報者の同意を得た場合は、 

この限りでない。  

（通報者の責務） 

 第 6 条 通報者は、誠意をもって客観的で合理的根拠に基づく内部通報を行うものとし、

人事上の処遇の不満、誹謗中傷等の個人的な感情によって行ってはならない。  

（内部通報の受付）  

第 7 条 受付担当者は、内部通報を受けたときは、「通報受付票」（別紙様式第 2）に必要事 

項を記入する。  

2 受付担当者は、記載した「通報受付票」を受付管理者に速やかに配付するものとする。  

3 受付管理者は、受け付けた内容を確認し、調査が必要であるか否かについて、公正、公平 

かつ誠実に検討し、全ての内部通報について受理を決定する。  

4 実名通報の場合、受付管理者は、第 3 項の規定による受理の決定を通報者に書面により

通知する。通知は通報の受理した日から 3 日以内に行うものとする。ただし、「通報フォー

ム」 において通知を必要としない旨意思表示した場合を除く（以下第十二条において同じ。）  

5 受付管理者は、第 2 項の規定により内部通報を受理したときは、「通報案件管理台帳」

（別紙様式第 3）に必要事項を記入する。  

（重要性の判断）  

第 8 条 受付管理者は受理の決定を行った通報内容が経営に重大な影響を及ぼす可能性が

認められる場合、理事会へ報告する。  

（調査）  

第 9 条 受付管理者は、第 7 条第 3 項の規定により受理を決定したときは、速やかに事実

確認のための資料収集、事情聴取等の調査方法を決定し、調査を行う。ただし、第 8 条の

規定により経営に重大な影響を及ぼす可能性が認められる案件については、理事会がその

責を負う（以下本条の以下の項、第 10 条、第 12 条において同じ。）。  

2 受付管理者は、必要と認めるときは、前項の調査の一部又は全部を受付管理者が指名した 

職員等（以下「調査協力者」という。） に依頼することができる。  

3 前項により調査を依頼された調査協力者は、第 1 項の規定により決定した調査方法に基

づき、公正かつ公平な調査を行い、調査を終了したときは、その内容を受付管理者に報告し 

なければならない。  

4 受付管理者及び調査協力者は、調査に係る情報を他の者に提供する等調査に支障を及ぼ

すおそれのある行為をしてはならない。  

（調査結果の報告）  

第 10 条 受付管理者は、前条第１項の規定による調査が終了したときは、調査の結果及び

内部通報の内容が事実であると認めるか否かを「通報案件管理台帳」に取りまとめ、理事会

に報告する。この場合において、委員会は、内部通報の内容が事実であると認めるときは、



当該内部通報に係る違反行為等を是正するために必要な措置を検討し、 併せて報告しなけ

ればならない。  

 

（是正措置等）  

第 11 条 理事会は、前条の報告を受けたときは、内部通報の内容が事実であるか否かを認

定し、事実であると認めたときは、当該内部通報に係る違法行為等を是正するために必要な

措置を講ずる。  

2 理事会は、内部通報の内容が事実であると認めたときは、当該内部通報に係る違法行為等

を行ったと認められる者に対して、懲戒処分，訓告，厳重注意(以下「懲戒処分等」という。)

を課す。  

（通報者への通知）  

第 12 条 受付管理者は、第 11 条の規定により、理事会が内部通報の内容が事実であると

認め是正措置等をとったときはその旨を、内部通報の内容の事実がないと認めたときは そ

の旨を、通報者に書面により通知する。  

（再発防止）  

第 13 条 受付管理者は、同様な事案の再発を防ぐために必要な対策を講ずる。 

（フォローアップ）  

第 14 条 受付管理者は再発防止対策を講じた後、法令違反等が再発していないか、再発防 

止策が十分に機能しているかを確認するとともに、必要に応じ、通報処理の仕組みを改善 

すること、新たな再発防止策を講じるものとする。また、通報者に対し、通報したことを理

由とした不利益取扱いが行われていないか等を確認する。  

（解雇または不利益取扱いの禁止等）  

第 15 条 職員等がこの規程に基づき実名により内部通報したことを理由として、当該職員

等に対して解雇または不利益な取扱い（懲戒処分等）をしてはならない。  

2 前項の規定にかかわらず、不利益な取扱い（懲戒処分等）を受けた職員等は、その旨を受 

付管理者に申し出ることができる。  

3 受付管理者は、前項の申出を受けたときは、理事会へ報告する。  

4 理事会は、前項の報告を受けたときは、不利益の回復に必要な措置を講ずるものとする。

また、不利益な取扱い（懲戒処分等）を行った者に対し、就業規則に基づく懲戒処分等を課

すことができる。  

（情報の記録と管理）  

第 16 条 受付管理者は、内部通報に係る通報者の氏名及び内部通報等の経緯、内容、証拠

等の記録を厳重に保管し、これらの記録の漏えい、滅失又は棄損の防止に努めなければなら 

ない。 

（秘密保持義務）  

第 17 条 受付管理者、調査協力者、委員会その他内部通報に関与した者は、内部通報に関



して知ることのできた秘密を漏らしてはならない。  

（利益相反関係の排除）  

第 18 条 受付管理者、調査協力者、委員会その他内部通報に関与する者は、自らが関係す

る通報事案の処理に関与してはならない。  

（規程の改廃）  

第 19 条 この規程の改廃は、規程管理等規程の定めにより、理事会の決議を経て行うもの

とする。  

 

 

附 則 この規程は、令和３年 8 月１日から施行する 


